
 

 

 

 

 

 

 

支給認定，確認等の事務手続きについて 
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子子子子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援新制度支援新制度支援新制度支援新制度　　　　スケジュールイメージスケジュールイメージスケジュールイメージスケジュールイメージ（（（（支給認定及支給認定及支給認定及支給認定及びびびび認可認可認可認可・・・・確認確認確認確認））））

※平成27年度新制度施行を想定したイメージであり，今後の国の動向等により，時期や内容が異なる場合があり

　ます。

平成27年度

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

国の主な動き

9月議会 12月議会 3月議会

支給認定

認可・確認

項目

市条例・規則等

・施設説明
・認可手続→児童福祉審議会
・確認（みなし確認）手続→子育て支援会議

※みなし確認については12月末頃を目処に書類提出
※児童数，職員数関連については確定次第提出

・4月1日付け
認可
・4月1日付け
確認

・施設説明 ・支給認定手続

・施設を通じた支給認定手続
※施設を通じた申請は11月末頃を目処に書類提出

・4月1日付け
支給認定
※支給認定証
交付

・支援法施行条例

・放課後児童クラブ設備運営基準条例
・家庭的保育等設備運営基準条例改正

・広報あかるいまち10月号
新制度特集

・支援法施行細則 ・支援法施行細則改正
※保育料 他

・消費税，新制度施行の判断
※年末までが目安

・予算案の国会審議
※年度内が目安

・H27予算審議
※新制度関連予算

・新制度施行

（予定）

・市立保育所条例 他 改正
※保育料 他
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高知市子ども・子育て支援法施行条例をここに公布する。 

平成26年10月１日 

高知市長 岡 﨑 誠 也  

高知市条例第７６号  

   高知市子ども・子育て支援法施行条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は，子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）の施行に関し，法， 

 子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号）及び子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府 

 令第44号。以下「府令」という。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

 （就労時間に係る要件） 

第２条 府令第１条第１号に規定する市町村が定める時間は，48時間とする。 

 （利用者負担額等） 

第３条 法第27条第３項第２号，第28条第２項各号，第29条第３項第２号及び第30条第２項各号に規定する市町 

 村が定める額並びに法附則第６条第４項に規定する額は，規則で定める。 

 （委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか，法及びこの条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

 （罰則） 

第５条 次の各号のいずれかに該当する者は，10万円以下の過料を科する。 

 ⑴ 正当な理由なしに，法第13条第１項の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示をせず，若しくは 

  虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし，又は同項の規定による当該職員の質問に対して， 

  答弁せず，若しくは虚偽の答弁をした者 

 ⑵ 正当な理由なしに，法第14条第１項の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示をせず，若しくは 

  虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし，又は同項の規定による当該職員の質問に対して， 

  答弁せず，若しくは虚偽の答弁をし，若しくは同項の規定による検査を拒み，妨げ，若しくは忌避した者 

 ⑶ 法第23条第２項若しくは第４項又は第24条第２項の規定による支給認定証の提出又は返還を求められてこ 

  れに応じない者 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，法の施行の日から施行する。 

 （高知市保育の実施に関する条例の廃止） 

２ 高知市保育の実施に関する条例（昭和62年条例第８号）は，廃止する。 

 （就労時間に係る要件に関する特例） 

３ この条例の施行の日から起算して10年を経過する日までの間は，第２条の規定の適用については，同条中 

 「48時間」とあるのは，「市長が認める時間」とする。 
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２
０
１
４
年
10
月
号

この記事についての問い合わせは
保育幼稚園課☎823-4012へ

新制度での支給認定のイメージ

満 3歳以上の子どものいる家庭 満 3歳未満の
子どものいる家庭

4～ 5時間

幼稚園（3～5歳） 認定こども園
（0～5歳）

保育所（0～5歳） 地域型保育
（0～2歳）

教育を希望する 保育を必要とする 保育を必要とする

1 号認定 2号認定 3号認定

利用できる保護者
▶制限なし

利用できる保護者
▶共働き世帯など、家庭
で保育ができない保護者

※保育の必要量により、保育標準時間（最大11時間利用）と、保育短時間（最大８時間利用）に分けら
　れます。ただし、家庭の事情により利用時間を超えての延長保育も利用できます。

幼児期の教育を行う施設 教育と保育の機能を
併せ持つ施設

就労などのため家庭で保
育ができない保護者に代
わって保育する施設

少人数の単位で、０～２
歳の子どもを預かる事業
（小規模保育施設・事業
所内保育等）

新

利用
時間

利用
時間

利用できる保護者
▶制限なし

※利用時間を超えての一時預
　かりも利用できます。

利用できる保護者
▶共働き世帯など、家庭
で保育ができない保護者

8 ～ 11 時間

特 集 支援 制度新育て子 子ども・

　特に変わることはありません。ただし、利用のた
めの認定を受ける必要があります。手続きの方法は、
制度の内容と合わせて、10月以降に各施設を通じ
てお知らせします。

　利用料は、これまでの保育所の利用料と同様、保
護者の所得に応じた金額になります。国が新年度予
算で定める金額を上限とし、現行の保育所の利用料
を基に、今年度末に市が決定します。なお、新制度
に移行しない幼稚園はそれぞれの園で利用料を決定
しますので、各園にお問い合わせください。

　保育所は、市の入所決定後、市に保育料を納付し
ます。
　新制度の認定こども園は、市の入所選考後、利用
者が入所承諾施設の設置者と直接契約し、設置者に
利用料を納付します。

Q 保育所と認定こども園の利用方法は？Q

利用料はどうなるの？Q

もっ
と

知り
たい　　子ども・子育て支援新制度Ｑ＆Ａ

　施設一覧は保育幼稚園課のホームページに掲載
しています。
　そのほか、「子ども・ 子育て支援新制度」の詳
細については、内閣府のホームページをご覧くだ
さい。

現在施設を利用している場合、何が変わるの？

　

近
年
の
日
本
は
、
都
市
化
や
核
家
族
化
、

少
子
化
、
地
域
の
つ
な
が
り
の
希
薄
化
な
ど

が
進
み
、
大
き
く
変
わ
り
つ
つ
あ
る
社
会
情

勢
の
中
で
、
子
育
て
家
庭
の
皆
さ
ん
が
抱
え

る
悩
み
は
多
岐
に
わ
た
り
ま
す
。

　

そ
ん
な
子
ど
も
・
子
育
て
を
め
ぐ
る
さ
ま

ざ
ま
な
課
題
に
対
応
す
る
た
め
に
平
成
24
年

８
月
、「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
」
が
可
決
・

成
立
し
ま
し
た
。
こ
の
法
律
と
、
関
連
す
る

法
律
に
基
づ
き
、
幼
児
期
の
教
育
や
保
育
、

地
域
の
子
育
て
支
援
の
量
の
拡
充
や
質
の
向

上
を
進
め
て
い
く
た
め
に
、
平
成
27
年
４
月

か
ら
始
ま
る
制
度
が
「
子
ど
も
・
子
育
て
支

援
新
制
度
」
で
す
。

　

こ
の
制
度
を
実
施
す
る
た
め
の
財
源
に

は
、
消
費
税
増
税
に
伴
う
増
収
分
の
一
部
が

充
て
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
子
ど
も

た
ち
の
未
来
の
た
め
に
活
用
さ
れ
ま
す
。
ま

た
、
幼
稚
園
や
保
育
所
な
ど
の
教
育
・
保
育

関
係
施
設
に
対
し
て
は
、
運
営
面
で
の
安
定

化
を
図
る
た
め
に
、新
た
に
「
施
設
型
給
付
」

「
地
域
型
保
育
給
付
」
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

　

高
知
市
で
は
、
こ
と
し
４
月
に
「
こ
ど
も

未
来
部
」
を
新
設
し
ま
し
た
。

　

こ
ど
も
未
来
部
で
は
、
総
合
計
画
の
「
子

ど
も
を
生
み
育
て
や
す
い
環
境
づ
く
り
」
を
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子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
と
は

高
知
市
の
子
育
て
施
策

進
め
て
い
く
た
め
、
こ
れ
ま
で
健
康
福
祉
部

と
教
育
委
員
会
で
行
っ
て
い
た
子
ど
も
・
子

育
て
に
関
す
る
施
策
を
一
元
化
し
ま
し
た
。

ま
た
、
こ
と
し
か
ら
は
市
の
独
自
事
業
と
し

て
「
第
２
子
保
育
料
無
料
化
」「
小
学
校
就

学
前
児
童
の
医
療
費
全
額
助
成
の
拡
充
（
10

月
開
始
）」
を
行
う
な
ど
、
子
育
て
支
援
の

さ
ら
な
る
充
実
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
に
も
、
新
制
度
に
お
け
る
子
ど

も
・
子
育
て
支
援
施
策
を
計
画
的
に
行
う
た

め
に
、
来
年
４
月
か
ら
５
年
間
を
計
画
期
間

と
す
る
『
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

（
仮
称
）』
の
検
討
も
行
っ
て
い
ま
す
。

　

新
制
度
の
導
入
に
伴
っ
て
、
幼
稚
園
や
保

育
所
等
の
施
設
の
利
用
方
法
が
大
き
く
変
わ

る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
そ
れ
ぞ

れ
の
家
庭
の
実
情
に
合
っ
た
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
し
て
い
く
た
め
に
、
３
つ
の
区
分
（
１
〜

３
号
）
に
よ
る
支
給
認
定
を
受
け
て
い
た
だ

く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

認
定
の
区
分
は
、
子
ど
も
の
年
齢
や
家
庭

状
況
に
よ
っ
て
異
な
り
、
そ
の
区
分
に
応
じ

て
、
利
用
で
き
る
施
設
な
ど
が
変
わ
り
ま
す

（
３
ペ
ー
ジ
上
図
参
照
）。

　

現
在
施
設
を
利
用
さ
れ
て
い
る
方
は
、
10

月
以
降
に
在
園
の
施
設
を
通
じ
て
申
請
書
を

お
送
り
し
ま
す
の
で
、
提
出
を
お
願
い
し
ま

す
。
ま
た
、
来
年
度
か
ら
入
園
を
希
望
さ
れ

る
方
は
、
入
園
の
申
し
込
み
の
際
に
申
請
を

お
願
い
し
ま
す
。

施
設
利
用
に
は
支
給
認
定
が
必
要
で
す

支援 制度新

育て子 子ども・

施
設
の
利
用
の
流
れ（
新
規
利
用
の
場
合
）

施設に直接
利用申し込み

入園内定
施設を通じて
市に認定申請

入　園支 給 認 定
　（1 号）

保育所・認定こども園などでの保育を希望される場合

幼 稚 園 ・ 認 定 こ ど も 園 で の 教 育 を 希 望 さ れ る 場 合

※保育を必要とする事由に該当しない場合は、1 号認定となり、保育所の利用はできません。

子どもたちがのびのびと健やかに成長し、全ての家庭の
皆さんが安心して子育てができるよう、平成 27 年 4 月に

「子ども・子育て支援新制度」が全国でスタートします。

市に認定申請と
利用申し込み

入所選考 入所内定 入　所支 給 認 定       
（2・3 号）

特 集
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